
表９　各案の比較

100ｔ/日 100ｔ/日 100ｔ/日 100ｔ/日 将来ごみ量予測結果より施設規模を設定。

１．環境に優しい施設

評価 ○ ◎ ◎ ◎

評価 ○ ○ ○ ○
差が見られるのは、補助燃料使用に伴う発生
量である。

評価 － ○ △ ○

重金属含有量 資源品は発生しない。
炉内雰囲気によるが、1300℃以上になり、高沸点
の重金属類も気化するため資源物中には混入さ
れにくい。

1000～1300℃以上であるため、高沸点の重金属
類が溶融よりも気化しにくい可能性がある。

炉内雰囲気によるが、1300℃以上になり、高沸点
の重金属類も気化するため資源物中には混入さ
れにくい。

２．安定処理に優れた施設

評価 ◎ ○ △ ○

実績数
ストーカ炉、流動床炉ともに古くから実績を有して
いる。

全国で100件程度である。 5件程度（ごみの場合）である。 全国で80件程度である。

評価 ◎ ○ ○ ○

実績 他の方式に比べて最高温度が低い（850℃以上）。 溶融処理には1300℃以上の温度が必要である。
焼成処理には1000～1300℃以上の温度が必要で
ある。

溶融処理には1300℃以上の温度が必要である。

３．資源循環に優れた施設

評価 ○ ◎ ◎ ◎
灰の資源化分により2～4案の資源化率（約
5％）が高くなる。

資源化率 約21％ 約26％ 約26％ 約26％

評価 － ○ △ ○

売却可能な資源品は発生しない。 スラグ―今年度中のJIS化が見込まれる。 焼成物の有効利用方法を検討する必要がある。 スラグ―今年度中のJIS化が見込まれる。

品目 現在の有効利用率：58％ 現在の有効利用率：58％ スラグ取引価格事例：10円/トン～500円/トン

４．最終処分量削減に優れた施設

評価 △ ○ ○ ○ 新施設（予測結果）の想定値

最終処分量（重量）
年間約2.600～2,900トンの焼却灰・飛灰を最終処
分する必要がある。

年間約780～850トンの（溶融）飛灰を最終処分す
る必要がある。

年間約780～850トンの（焼成後）飛灰を最終処分
する必要がある。

年間約780～850トンの（溶融）飛灰を最終処分す
る必要がある。

評価 － ○ △ ○

最終処分量（体積） 資源品は発生しない。
溶融後、体積は約半分になるため、必要容量は焼
成物よりも少ない。

焼成後も体積に大きな変化はないため、必要容量
はスラグよりも多い。

溶融後、体積は約半分になるため、必要容量は焼
成物よりも少ない。

５．経済性に優れた施設

評価 ○ △ △ △
新設施設については、交付金や起債の交付
税措置があると考えられる。

評価 △ ○ ○ ○

評価 ○ △ △ △

６．地域還元性に優れた施設

評価 ○ ○ ○ ○

７．面積

評価 △ ○ ○ ○

＜有利な点＞ ＜有利な点＞ ＜有利な点＞ ＜有利な点＞

実績が一番多い 焼却灰の資源化が可能である。 焼却灰の資源化が可能である。 焼却灰の資源化が可能である。

最終処分量を削減することができる。 最終処分量を削減することができる。 最終処分量を削減することができる。

＜留意事項＞ 最終処分場へのリスクも大幅に小さくできる。 最終処分場へのリスクも小さくできる。 最終処分場へのリスクも大幅に小さくできる。

ダイオキシン類が残存する。 ＜留意事項＞ ＜留意事項＞ ＜留意事項＞

焼却灰を資源化することができない。 コストが若干高めとなる。 コストが若干高めとなる。 コストが若干高めとなる。

最終処分量が多く、処分場のリスクも大きくなる。 スラグの有効利用の検討が必要となる。 焼成物の有効利用の検討が必要となる。 スラグの有効利用の検討が必要となる。

資源品は発生しない。 資源物中の重金属類を削減することができる。 重金属類がスラグよりも多く残る可能性がある。 資源物中の重金属類を削減することができる。

実績はある程度あり、増加している。 まだ実績がほとんどない。 実績はある程度あり、増加している。

焼却　（1案）

総合評価

資源品売却に係る
留意事項

建設費

建設費
維持管理費計

ダイオキシン類
排出量

資源化率

最終処分量

環境施設規模

ごみ処理施設

焼却＋灰溶融　（2案）

総評

（灰の資源化について）

スラグのJIS化が見込まれ、安定的な流通ができ
る可能性がある。

総評

（全体）

やむを得ず最終処分を行う場合でも体積が焼却
灰の半分であるため、必要容量が少なく、溶融を
行うことにより、リスクも大幅に低減し、最終処分
場への負荷が低減される。

資源品をやむを得
ず最終処分する場
合の処分量

資源物中の重金属
含有量

稼働実績

二酸化炭素
排出量

評価指標

運転管理

余剰エネルギー量

維持管理費
（20年間総コスト）

 

やむを得ず最終処分を行う場合でも体積が焼却
灰の半分であるため、必要容量が少なく、溶融を
行うことにより、リスクも大幅に低減し、最終処分
場への負荷が低減される。

やむを得ず最終処分を行う場合、スラグを埋める
よりも、必要容量が多くなるが、焼却よりもリスクは
低減され、最終処分場への負荷が低減される。

備考ガス化溶融　（4案）焼却＋焼成　（3案）

スラグのJIS化が見込まれ、安定的な流通ができ
る可能性がある。

焼成物の、安定的な流通を図る必要がある。
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